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１．世帯数と人口の推移（明治 22 年から令和７年） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1） 明治 23 年から大正 8 年及び昭和 16 年から 19 年は 12 月 31 日現在、昭和 20 年は 11 月 1 日

現在、昭和 21 年は 1 月 1 日現在、その他の年は各年 10 月 1 日現在の値である。 

 2） 世帯数は、大正 8 年までは戸籍上の現住戸数、大正 9 年からは国勢調査の定義による世帯数（準世

帯を含む）。 

      なお、昭和 55 年国勢調査から世帯の定義が変更され、会社などの寮の単身の入寮者の世帯は 1 棟 1

世帯から 1 人 1 世帯となった。 

3）  平成 24 年 10 月 1 日現在の人口及び世帯数については、外国人登録法の廃止及び住民基本台帳法

の一部改正に伴う外国人人口及び日本人と外国人の混合世帯の取扱変更による数値変動分を含んでお

り、平成 23 年までの数値と単純に比較できない。 

４） 令和 7 年から世帯数の算出方法が一部変更された。 

５） 令和 7 年国勢調査の数値は集計中のため、令和 7 年の世帯数及び人口は令和２年国勢調査結果を基

礎とした推計値である。 

 

 

グラフで見る名古屋 

※ 詳細は統計表 2-1 人口の推移（14 ページ）を参照 
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( 2 )  統計グラフ 

２．男女別年齢各歳別人口（人口ピラミッド）（令和７年 10 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 令和 7 年国勢調査結果は集計中のため、令和２年国勢調査結果を基礎とした 

推計をもとに作成している。 

 

 

 

 

 

 

※ 詳細は統計表 2-7 年齢各歳別人口（26 ページ）を参照 
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3．各区の人口、面積及び人口密度（令和７年 10 月 1 日現在） 
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区 
人口 

（人） 

面積 

（k ㎡） 

人口密度 

（人/ k ㎡） 

千種 165,890 18.18 9,125 

東 89,346 7.71 11,588 

北 160,978 17.53 9,183 

西 152,613 17.93 8,512 

中村 143,789 16.30 8,821 

中 106,595 9.38 11,364 

昭和 109,188 10.94 9,981 

瑞穂 108,607 11.22 9,680 

熱田 67,514 8.20 8,233 

中川 216,848 32.02 6,772 

港 139,093 45.64 3,048 

南 130,211 18.46 7,054 

守山 175,844 34.01 5,170 

緑 247,991 37.91 6,542 

名東 161,851 19.45 8,321 

天白 162,515 21.58 7,531 

注） 令和 7 年国勢調査結果は集計中のため、人口は令和２年国勢調査結果を基礎とした 

推計値である。 

 ※ 詳細は統計表 2-2 区、月別人口（16 ページ）を参照 



( 4 )  統計グラフ 
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4．各区の常住人口及び昼間人口（令和２年 10 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．各区における従業地による 15 歳以上就業者の産業（大分類）別割合 

（令和 2 年 10 月 1 日現在） 

 

     

 

※ 詳細は統計表３-４.区、男女別常住人口・昼間人口等の推移  

（５2 ページ）を参照 

※ 詳細は統計表 3-７.従業地による区、産業（大分類）別 15 歳以上就業者数  

（5４ページ）を参照 

注）割合は「分類不能の産業」を除いて算出している。 

注）令和 2 年国勢調査結果における不詳補完値である。 
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6．各区の産業大分類別事業所数及び構成比（令和 3 年 6 月 1 日現在） 
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※事業所数は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。 

 

 

 

 

※ 詳細は統計表 4-6. 区、産業中分類別民営事業所数  

（74 ページ）を参照 



( 6 )  統計グラフ 

 

７．学区名称一覧（令和７年４月１日現在） 

 

注 1）名古屋市統計年鑑に掲載されている「学区」とは本一覧の学区を指す。 

2）令和 3 年 4 月 1 日に「志段味東」が「志段味東」と「上志段味」に分かれた。  

 


